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新たに２つサービスが創設されます①
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障害者支援施設やグループホームなどを利用していた方で、ひとり暮らしを希望する方等対象者

サービスの
内容

① 定期的に利用者の自宅を訪問して
・食事や洗濯、掃除などの生活面で課題はないか
・公共料金や家賃などの滞納はないか
・体調に変化はないか、通院をしているか
・近隣や地域の方との関係は良好であるか

などを確認して、必要な助言や医療機関などの調整を行う

② 定期的な訪問だけでなく、相談や要請があった際には、訪問や電話、メール等で随時対応を行う。
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新たに２つサービスが創設されます②
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就労移行支援等の利用を経て一般就労に移行した方で、就労に伴う環境の変化で生活面の課題が生じている方対象者

サービスの
内容

① 利用者の相談を通じて、生活面の課題を把握し、企業や関係機関との連絡調整や課題解決に向け
た必要な支援を行う。

② 企業や自宅等に訪問する、利用者に来所により、生活リズムや家計、体調管理などの課題解決に
向けて、必要な連絡調整や指導、助言を行う。

生活介護

一般就労
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就労定着支援
事業所

・障害者就業・生活支援センター
・医療機関
・社会福祉協議会 等

②連絡調整



重度訪問介護の訪問先が拡大されます
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日常的に重度訪問介護を利用している最重度の方で、医療機関※に入院した方（区分６を予定。通院は既対応済）対象者

サービスの
内容

① 利用者ごとに異なる特殊な体位交換などの介護方法について、医療従事者に的確に伝達し、適切な対応
につなげる

② 強い不安や恐怖などによる混乱（パニック）を防ぐため、本人に合った環境や生活習慣を医療従事者に
伝達し、病室等の環境調整や対応の改善につなげる。

※：具体的には、病院や診療所、介護老人保健施設、介護医療院とされています。

居宅

現在 改正後

医療機関（入院）



高齢障がい者の介護保険サービスへの円滑な利用について
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●65歳に達する日前５年間にわたり、相当する障害福祉サービスの支給決定を受けていた方
●65歳に達する日の前日までに所得区分が「低所得」又は「生活保護」であり、65歳以降に軽減申請をする

際にも同じ所得区分である方
●65歳で初めて介護保険サービスを利用する方
●障害支援区分２以上の方
●居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所を利用していた方で介護保険サービスで、これに相当する

サービスを利用する方

対象者

概要 対象となる方に対し、制度上発生する１割負担額を軽減し、ゼロ（償還）する

ᵲ福祉サービス事業所

65歳未満

65歳以上 ※介護保険優先

利用者負担 ゼロ円

ᵒῐ保険事業所

利用者負担 １割

ᵲ福祉サービス事業所

かつ

ᵒῐ保険事業所

利用者負担 １割

対象の方の利用者
負担額を軽減（償還）

介護保険事業所にな
りやすくなる等の

仕組みづくり



共生型サービスが実施されます
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概要 介護保険サービスの指定を受けた事業所が、障害福祉（共生型）の指定を受けることが出来る
よう基準の特例を設ける。

●介護保険サービスの事業所が
共生型障害福祉サービスの指定を受ける場合

●障害福祉サービスの事業所が
共生型介護サービスの指定を受ける場合
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居宅訪問による児童発達支援のサービス創設

重症心身障がい児などの重度※の障がい児等であって、児童発達支援等の障がい児通所支援を受けるために外
出をすることがとても困難な方

対象者

支援内容 居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知能技能の付与等の支援を行う。
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訪問教育

居宅訪問型保育

訪問診療・看護

児童発達支援センター等
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障がい児通所支援事業所の総量規制について
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概要
事業所の指定権者である都道府県等は、当該通所支援の量を定め、その量を超えない範囲で
事業所の指定を行う。

具体的内容 児童発達支援及び放課後等デイサービスについて総量規制を行う。

1,737
2,221

2,608
3,100

3,820

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

2,540
3,359

4,595

6,117

8,352

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

児童発達支援 放課後等デイサービス

397

787

121

310

0

200

400

600

800

1000

児童発達 放デイ

平成29年10月時点

0.2%

11.2% 5.7%

28.6%54.3%

営利法人
643件

その他法人
339件

自治体直営
67件

社福法人
133件

医療法人
2件



障害福祉サービス等の情報公開制度
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概要
障害福祉サービスを提供している事業者が、事業所の情報を都道府県等に報告し、それを都道
府県等が公表をする。その公表された情報を利用者がインターネットにより閲覧し、自身の
ニーズに合った良質なサービスを選ぶことができるようにする制度。

【基本情報】
・事業所等の所在地
・従業員数
・営業時間
・事業所の事業内容 等

【運営情報】
・関係機関との連携
・従苦情対応の状況
・安全管理等の取組状況 等

【その他】
都道府県が必要と認める事項
（任意）

報告

○障害福祉サービス等
情報の公表

（施設・事業者から報告され
た情報を集約し、公表する）

○障害福祉サービス等
情報の調査

（新規、更新指定時、虚偽報
告が疑われる場合、必要に応
じて調査）

調査

反映

閲覧
（インターネット）

利用者



その他
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○ 食事提供加算※１について

平成２９年度末までとされた食事提供加算については、平成
３０年度も延長されることとなり、今後も検討が行われるこ
ととなりました。

○ 自立支援医療※２について

所得が一定以上の方に対する助成について、平成２９年度末
までとされていましたが、平成３０年度も継続実施となりま
した。
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